
石けん、洗剤製造業
生産状況をみると、平成20年後半には景気後退の影響を受けて減少したものの、21年春頃を底に徐々に回復に向かい全体として底堅く推移している。ただ、販売金額は、数量の伸びほどは増加しておらず、やや伸び悩んでいる。これは、消費者の低価格志向が強まっていることから、小売段階での低価格販売が一層激化していること等による。

原油高騰の影響を受けて主要原料であるパーム油等の油脂価格が上昇し、一時的に赤字に陥った企業もみられたが現在の油脂価格はやや落ち着いており、収益はまずまずの状況となっている。

今後については、積極的に新製品開発に力を注ぐことで、安定した収益の確保を目指したいとする企業が多い。

業界の概要

石けんは、牛脂、豚脂、ヤシ油、パーム油等の動植物の天然油脂を主原料に、それをカセイソーダ液で煮沸（けん化）して生産されるのに対し、洗剤及び身体洗浄剤（シャンプー・ボディシャンプー等）は、高級アルコールやアルキルベンゼン等の石油系及び天然系の界面活性剤を使用して生産される。

なお、身体洗浄を用途とする石けん及び身体洗浄剤は薬事法の規制を受け、化粧品製造業許可を取得する必要がある。

石けんは量産効果が比較的小さいのに対し、洗剤等は量産効果が大きいため、洗剤等の業界は大手５社が全生産の8割前後を占め寡占化している。このため、洗剤等の価格設定等の業界動向は大手の動きに左右されやすい。

一方、石けん業界は洗剤ほど寡占化は進んでいない。知名度で大手メーカーに劣る中小メーカーは、独自ブランドでの販売に加えて、大手量販店や生協等の相手先ブランドでの生産や中元、歳暮、香典返し等の贈答・ギフト用も手がけている。

石けん・洗剤のような日用品は、スーパーや薬局チェーン店等の特売品として利用されがちで、大手メーカー間のシェア競争も激しく、末端小売価格は不安定である。特に、中小メーカーの洗剤は、時として採算を下回る価格で販売されることもある。このため、中小メーカーにとって末端小売価格は大きな関心事となっている。
生産体制をみると、10人未満の零細メーカーを除けば、中小メーカーでも下請専業メーカーはごくわずかで、かなりのメーカーが自社ブランドを持ち、独立性が強い。ただ、生産工程は石けんは比較的小規模の装置で生産できるため、中小メーカーでも通常一貫生産体制をとっているのに対し、洗剤等では原料の界面活性剤が大規模な設備を必要とするため、中小メーカーでは生産せず購入する例が多い。

石けん・洗剤業界の規模をみると、全国では従業者20人未満の事業所が58.1％を占め(経済産業省『平成19年工業統計表（産業編）』、従業者4人以上)、100人以上の事業所は8.4％に過ぎない。
大阪の地位

大阪府における石けん・洗剤業界は、事業所数45、製造品出荷額等832億7800万円で、全国に占める地位は、23.6％、13.2％となっている（大阪府統計課『平成19年大阪の工業』、従業者4人以上）。
大阪府の出荷額のシェアを石けん（浴用石けん、洗濯石けん、その他）と洗剤等（洗濯用、台所用、その他合成洗剤、液状身体洗浄剤）に分けてみると、石けんが29.7％、洗剤等が16.1％となって、石けんのシェアが比較的高い（経済産業省『平成19年工業統計表（品目編）』、従業者4人以上）。これは、大阪では伝統を持つ中小石けんメーカーが数多く立地し、洗剤の生産には積極的でないメーカーがやや多いことによる。

生産は底堅く推移
大阪府内の石けん、洗剤等の生産状況をみると、平成19年は、前年同月比で増加傾向で推移したが、20年後半には金融危機に伴う景気後退の影響を受けて減少した。21年に入ってからもその流れは続いたものの、春頃を底に徐々に回復に向かい全体とし底堅く推移している。
これを品目別にみると、浴用・固形石けんは、歳暮や中元等の贈答市場が縮小しているため、家庭内にある在庫を使い切った消費者が店頭での購入を増やす傾向にあることや、洗浄力、安全性を評価した若年層が石けんを見直しているとみられること等により、定番品を中心に好調に推移している。
ハンドソープを中心とする手洗用・液体石けんは、21年春以降の新型インフルエンザ対策で、急激に需要が高まり大幅な伸びが続いている。新型インフルエンザの感染拡大に備えて、各社とも例年より生産を増加させていたが、想定以上に需要が伸びたため、容器の確保が困難になり、販売機会を失った企業もみられた。

ボディソープ等の身体洗浄剤は、消費者が価格志向を強めており、やや弱含みで推移している。
一方、合成洗剤は洗濯用の分野で新製品が相次いでおり、特に液体洗剤は大幅に増加している。台所用洗剤も高付加価値製品が好調に推移している。
ただ、販売金額をみると、ハンドソープ以外は生産数量の伸びほど増加しておらず、やや伸び悩んでいる。これは、消費者の低価格志向が強まっていることから、小売段階での低価格販売が激化しており、大手メーカーの製品がセール等の特売品として安売りされる回数の増加や、低価格ＰＢの投入の増加等による。これに引きずられる形で、中小メーカーの製品価格は弱含みとなっている。

収益はまずまず
原油高騰の影響を受けて主要原料であるパーム油等の油脂価格が上昇し、20年夏頃には前年の２倍以上にまで高騰した。このため、一時的に赤字に陥った企業もみられたが、多くの企業では合理化や製造品目の調整等で生産効率を上げる等の努力を重ねて価格上昇分を吸収した。ある企業では、梱包資材までも検討対象とし、ダンボールの厚さをミリ単位で調整し、重量と容積を縮小した結果、物流コストを削減した例がみられる。21年の油脂価格は、前年の1.5倍程度にまで下落し、やや落ち着いており、収益はまずまずの状況となっている。ただ、最近、大手量販店を中心に円高還元セールが実施され、協力を求められるケースが出ており、収益圧迫要因となる懸念が出ている。
多様化する需要に対応

絶えず価格低下圧力にさらされ、広告費を潤沢にかける大手企業とも競合関係にある厳しい環境のもと、中小メーカーは収益確保のため製品開発に熱心に取り組んでいる。
例えば、近年スキンケアが重視され需要も多様化する状況下で、体臭予防効果が期待される石けん、敏感肌向けの低刺激性石けん、保湿効果の高い石けん及び身体洗浄剤等で、多様化する消費者のスキンケア需要に応えようとする企業がみられる。

販売面では、通信販売やネット販売業者向けのＯＥＭで、売上げを確保している企業がみられる。ただ、販売業者によっては高い効果をうたって多額の販売実績をあげているが、宣伝広告費をかなりかけるため販売業者の取り分を除くと、石けん企業への収益への貢献度合いはそれほど高くないとする見方もある。

また、合成洗剤の分野では、大手が原料の主要部分の特許を押さえており、中小は配合を調整する等の改良にとどまるケースが多く、画期的な新製品を出しづらい状況にあるとされているが、全く新しい原料を開発することによって自社で特許を申請する企業も出ている。

このように多くの企業は、大手と競合する大量生産の定番品の伸び悩みを様々な取組で補っており、収益確保に努めている。なお、設備面では中堅企業を中心に、合理化や能力増強のための、設備の改修、改良等がみられる。
輸入製品が徐々に増加

中国、東南アジアからの輸入が増加しており、大手量販店のＰＢ製品の中にはこれらの国からの製品がみられる。国内品より低価格のため、製品の低価格傾向に拍車をかけることが懸念されている。また、ヨーロッパを中心とした高級輸入石けんも徐々に増加している。この輸入石けんはデザインや香りに優位性がみられ、若年層を中心にファッション素材として注目されている。輸入の絶対量が少ないため、脅威とはみられていないものの、今後輸入が増加すれば、国内の高付加価値製品と競合する可能性があるとして警戒する向きもある。
今後の見通し

一時期の原料高騰も落ち着いており、多くの企業で売上げは比較的堅調に推移している。ただ、流通側からの値下げ要求は頻繁にみられ、金額ベースでの伸び悩みが懸念される。また、大手が開発する高機能の新製品の売れ行き状況によっては中小への影響も予想され、先行きは厳しい。

しかし、消費者のスキンケアや環境に対する関心は高まっており、この面での需要は大きいことが見込まれる。このため、積極的に新製品開発に力を注ぐ一方で、開発した製品が消費者に浸透するまで、じっくりと販売する姿勢をとることで、安定した収益の確保を目指したいとする企業は多い。

　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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資料：経済産業省『化学工業統計』
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